
事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業

235107

235107 防災行政無線（固定系）施設運営管理事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

防災・減災

各種防災機材等の維持・更新

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

親局や子局（35）の防災行政無線（固定系）運用に係る維持管理を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

放送回数（年間） 30 回/年

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

安全防災課市民部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

放送回数（年間）

24 - -24 (決算) 24 - -80.00 - -

30 - -25 (予算) - - -100.00 - -

30 - -26 (計画) - - -100.00 - -

30 - -27 (計画) - - -100.00 - -

30 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業

235107549/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業

235107

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

地震、台風、洪水等の災害に関する事項、市民の生命、身体及び財産に重大な影響があると、判断される事項などの情
報伝達を円滑、迅速に実施することで、民心の早期安定を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

難聴地域の解消と将来行われるであろうデジタル化を見定めた増設、改修計画を立てる必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
難聴地域の解消及びデジタル化
により、効果性を高める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,588 824 (決算) 17 2,605

2,121 825 (予算) 18 2,139

2,121 826 (計画) 18 2,139

2,121 827 (計画) 18 2,139

2,121 828 (計画) 18 2,139

029 (計画)

防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業

235107

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業

235107

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

防災情報等を市民に迅速に伝達するツールとしての効果は大きく
適切な維持管理が必要である。また、難聴地域の解消が課題であ
り、子局増設及びデジタル化に向け平成２５年度は実施設計を進
めている。

10
10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
6

防災情報等に迅速に対応し、市内一斉に情報伝達が行われ効率
性があるが、難聴地域も存在するため改善を進めている。 10

10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

緊急的な防災情報等について、速やかに全市域に伝達ができ、
市民の安全安心に資する事業である。 10

10

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

受益者は全市民であり限定されないが、一部難聴地域の存在が
課題であったことから、改善に向け取り組んでいる。 10

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

全市民に対する迅速な情報伝達手段として優先的にすすめる事
業である。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 7B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 7B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 10A ・9

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 8 10A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

防災情報等を市民に迅速に情報伝達する手段としての効果・必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

防災行政無線（固定系）施
設運営管理事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業

235109

235109 防災行政無線（固定系）施設増設・更新事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

防災・減災

各種防災機材等の維持・更新

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

既設施設（親局１、子局３５）のデジタル化更新及び 子局（１５）の増設を行う。

　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

防災行政無線施設の整備（増設） 15 局

防災行政無線施設の整備（更新） 35 局

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

安全防災課市民部

市事業主体 補助補助単独 新規新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～未着手進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２５年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

防災行政無線施設の整備（増
設）

防災行政無線施設の整備（更
新）

0 0 -24 (決算) 0 0 -0.00 0.00 -

0 0 -25 (予算) - - -0.00 0.00 -

15 0 -26 (計画) - - -100.00 0.00 -

0 35 -27 (計画) - - -0.00 100.00 -

0 0 -28 (計画) - - -0.00 0.00 -

防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業

235109

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

災害時等、市民に対し「迅速かつ的確な情報」の伝達手段として運用されている
防災行政無線（固定系）施設の更なる充実を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

特定財源の確保に努めるとともに、増設候補地について早急に調査する必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｃ　（コストを削減して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　更新・増設工事完了後は、
施設の維持管理費のみとなる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 024 (決算) 0 0

11,471 6225 (予算) 139 11,610

153,360 6226 (計画) 138 153,498

170,562 6227 (計画) 138 170,700

0 6228 (計画) 138 138

防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業

235109

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業

235109

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

課題であった難聴地域の解消のため、子局増設及びデジタル化
に向け平成２５年度は実施設計を進めており、この事業は必要であ
る。

10
10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

防衛補助を活用することにより、市負担の圧縮に有効である。
10
10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

難聴地域解消は懸案であり、今後、子局増設、デジタル化促進が
急務である。 10

10

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

対象は全市民であり受益者は限定されない。
10
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

頻発する豪雨や大型化する台風、さらに逼迫している地震災害に
対して、市民の生命・財産保護に優先して行う事業である。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 8B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 10A ・9

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 9 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

防災行政無線の難聴地域解消のための事業であり、必要な事業である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

防災行政無線（固定系）施
設増設・更新事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 防災資機材等整備事業235119

235119 防災資機材等整備事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

防災・減災

各種防災機材等の維持・更新

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

防災資機材

要救助者、火災罹災者、避難者等

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

災害発生時に被災した市民の救出活動及び発生した火災鎮圧のための資機材、更には避難者が発生した際に不可欠
である避難生活用物資の充実・整備を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

防災備蓄倉庫の資機材点検 31 箇所

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

安全防災課市民部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

防災備蓄倉庫の資機材点検

31 - -24 (決算) 31 - -100.00 - -

31 - -25 (予算) - - -100.00 - -

31 - -26 (計画) - - -100.00 - -

31 - -27 (計画) - - -100.00 - -

31 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

防災資機材等整備事業235119557/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 防災資機材等整備事業235119

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

地域市民が資機材の調達及び物資の供給を容易に得られ、有効な活用が可能となるよう、資機材及び物資の数量・種
類を充実させると同時に、これらの配置場所についても最大限考慮し市民の生命・身体並びに財産を災害から守ることを
図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

発災時に、資機材の活用が円滑に行えるよう日頃からの点検が重要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　効率的活用を念頭に、事業費の維持を考慮しつつ充
実・整備に努力する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,258 22524 (決算) 489 3,747

4,851 22525 (予算) 504 5,355

3,781 22526 (計画) 502 4,283

3,781 22527 (計画) 501 4,282

3,781 22528 (計画) 500 4,281

029 (計画)

防災資機材等整備事業235119558/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 防災資機材等整備事業235119

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

防災資機材等整備事業235119559/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 防災資機材等整備事業235119

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
7
8

災害発生時に被災した住民の救出等のための資機材、さらに避難
所用物資の充実・整備を継続していく必要がある。 10

10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
6

資機材の調達及び物資の供給が容易に行われ、有効な活用が可
能となるよう、資機材及び物資の数量・種類を充実させるとともに、
配置場所についても考慮しなければならないが、現状では分散し
て管理しており、効率的な一括管理が課題である。また、県の補助
事業を有効に活用しコスト改善に取り組んでいる。

10
9
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
5

防災・減災の観点から資機材の整備充実は有効な事業である。
8
5

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

全市民が受益の対象であり、一部地域や一部の住民に偏りのな
いよう最大限考慮していくことが必要である。 10

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

逼迫する地震災害に備え、各種防災資機材、避難生活用物資の
整備・充実は急務であり、優先して実施する事業である。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 7B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ 10A ・9

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 9 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

災害に対する生活物資等の備蓄は計画性を持って充足すべきであるが、地域の市民一人ひとりの自助
努力を求めつつ、地域防災計画との整合性を図る必要がある。
また、災害発生時にその備蓄等が有効に活用されるよう体制の整備を図るべきであり、３．１１の教訓を踏
まえた整備が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

防災資機材等整備事業235119560/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時応急用水確保対策
事業

235122

235122 災害時応急用水確保対策事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

防災・減災

各種防災機材等の維持・更新

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

耐震性貯水槽

避難者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

災害時に避難場所で使用する耐震性貯水槽の点検及び緊急遮断弁の設置を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

取水点検実施回数（年間） 5 箇所

保守点検実施回数（年間） 1 基

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

安全防災課市民部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和６３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

取水点検実施回数（年間） 保守点検実施回数（年間）

5 1 -24 (決算) 5 1 -100.00 100.00 -

5 1 -25 (予算) - - -100.00 100.00 -

5 1 -26 (計画) - - -100.00 100.00 -

5 1 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

5 1 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

-29 (計画) - - --

災害時応急用水確保対策
事業

235122561/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時応急用水確保対策
事業

235122

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

災害発生時において避難民に対して飲料水を安全かつ確実に提供できるようにし、避難生活を円滑に過ごせるようにす
る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

取水点検を月例で実施する必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
保守点検のコストを維持し、取水点検時はできるだけ多く
の者が従事できるよう実施する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

867 3424 (決算) 74 941

1,650 6425 (予算) 143 1,793

1,142 6426 (計画) 143 1,285

1,142 6427 (計画) 143 1,285

1,142 6428 (計画) 142 1,284

029 (計画)

災害時応急用水確保対策
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時応急用水確保対策
事業

235122

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

災害時応急用水確保対策
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時応急用水確保対策
事業

235122

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
8

災害時に供給する飲料水の確保に耐震性貯水槽は必要であり、
日常の点検はもとより、緊急時の遮断弁の整備も必要である。 9

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

各学校に貯水槽を埋設しており、緊急時において速やかに飲料
水を供給できる体制にある。緊急遮断弁設置については懸案と
なっていたが、国の防災・減災事業での採択によって大幅なコスト
削減が図られる。

7
7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

日常の維持管理は、緊急時に確実に対応ができ、市民の生命を
維持していく上で、欠かせない。 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

受益者は全市民であり、限定されない。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

災害時に必要な飲料水を安全・確実に供給するために優先して
実施する事業である。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

災害時における市民の飲料水確保のための耐震性貯水槽の維持管理であり、必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

災害時応急用水確保対策
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地域防災力向上事業235207

235207 地域防災力向上事業

共に考え　共に歩む　安心のまち

防災・減災

防災体制の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

自主防災組織・自治会

自主防災組織の構成員及び地域住民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

災害時に自主防災組織が使用する資機材を整備する。平常時から訓練を実施し、組織の育成を図る。自主防災会の
リーダーや市民を対象にした防災・減災講座の開設。　　　　　　　　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

自主防災組織訓練実施件数（年間） 40 件

自主防災組織を組織している自治会数 156 自治

防災・減災講座の市民参加者数（年間） 120 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

安全防災課市民部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

自主防災組織訓練実施件数
（年間）

防災・減災講座の市民参加者
数（年間）

自主防災組織を組織している
自治会数

90 149 12024 (決算) 90 149 180225.00 95.50 100.00

90 150 12025 (予算) - - -225.00 96.20 100.00

90 150 12026 (計画) - - -225.00 96.20 100.00

90 151 12027 (計画) - - -225.00 96.80 100.00

90 152 12028 (計画) - - -225.00 97.40 100.00

29 (計画) - - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地域防災力向上事業235207

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

災害発生時において、行政が防災応急対策の体制を確立するまでの間は、地域の自主防災組織による初動活動が必
要不可欠である。災害時の市民の協力、連帯の意識醸成を図り、日頃から訓練及び資機材の整備を実施することによ
り、地域防災力の向上を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

災害の意識は、時間経過と共に風化しがちなため、市民の防災意識を低下させないよう継続的な努力が必要。

・事業実施上の検討課題

成果指標

自主防災組織率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
自治会自主防災組織数÷自治会数
×１００

目標値 83

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
未結成の自治会に対し、その必要性を呼びかけ、結成率
の向上を推進する。既存の自主防災組織については、さ
らなる防災意識の高揚を図るべく育成指導を実施する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

7724 (決算) 7792.80

76.925 (予算) -92.70

77.426 (計画) -93.30

77.927 (計画) -93.90

78.528 (計画) -94.60

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

324 48224 (決算) 1,047 1,371

2,151 32025 (予算) 716 2,867

1,629 32026 (計画) 715 2,344

1,629 32027 (計画) 713 2,342

1,629 32028 (計画) 711 2,340

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地域防災力向上事業235207

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地域防災力向上事業235207

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

自らの身と地域を守るという観点から、自主防災組織の育成及び
資機材整備は必要である。また、地域防災推進員の育成、さらに
各種講座及び「いっせい防災行動訓練の実施など多角的な取り
組みが必要である。なお、総合防災訓練においては、関係機関等
の連携確認など重要性を持っている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

10
10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
7

各種事業を効率よく実施するため、市民活動団体との協働を効果
的に活用することが肝要である。 8

7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

初動の減災活動の有効性を高めるため、平素から訓練を継続する
ことが必要となるほか、より多くの市民に意識啓発していく必要があ
る。

8
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

受益の対象は全市民であるが、講座や訓練において参加人数が
限られる場合には広く設けていく必要がある。いっせい防災行動
訓練には、より多くの参加が得られるよう周知を図っていく。
　　　　　　　

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

災害はいつやってくるかわからず、自分の命、財産を守るために
は日ごろの備えが肝要であり、実際の災害時には自助、共助がい
かにしっかりと出来るか、そして公助を発揮する必要があり優先す
べき事業である。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 10A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

災害から自らの地域を守るという観点から当該事業の果たす役割は大きいが、各自治会に対する自主防
災組織の組織率は18年度末現在66％と低い。しかしながら今回の東日本大震災発生をきっかけとして行
政側からさらに積極的に地域に呼びかけ、自主防災の必要性・有効性を周知し、組織率を高める必要性
がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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